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研究データ共有の国際動向と

図書館の役割：RDA 第 7 回総会報告
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　2016 年 3 月 1 日から 3 日までの 3 日間、RDA
（Research Data Alliance: 研究データ同盟）の第 7 回
総会（7th Plenary Meeting）が、一橋講堂（東京都
千代田区）において行われた。またこの前日、2 月 29
日には科学技術振興機構（JST）主催のデータシェア
リングシンポジウムが同じ場所で開催された（1）。
　各学問分野の研究活動を通じて生み出される研究
データを重要な情報資産ととらえ、その情報整備、デー
タ共有を通じてオープンサイエンスなどの活動を推進
しようという動きが国際的に広がり、我が国の第 5 期
科学技術基本計画（2）においてもオープンサイエンスの
推進が書き込まれている。
　ここでいうサイエンスは、自然科学・技術分野のも
のだけではなく、社会科学・人文科学分野までふくむ
ものである。RDA が Scientific Data でなく Research 
Data とする理由については、以前、RDA の組織命名
の経緯を聞いた際、企業活動も含めて調査、研究に関
わる知的価値の高いデータをすべて対象にしたいから
と聞いた記憶がある。
　学術情報流通の視点からも、今後は文献にとどまら
ず幅広く多様な情報資産を、研究コミュニティおよび
国内・国際社会で共有・流通し、有効活用することが
極めて重要だと考えられている（3）。
　しかし研究データを生み出す現場では、管理ノウハ
ウが不十分なことも少なくないし、書誌のような情報
流通のための情報整備も研究者は不得意なことが多
い。図書館、博物館などの専門家による情報の管理・
組織化の手法、技術、経験、スキルは今後非常に重要
になると思われる。RDA において創設当初から図書
館員の登録・参加が少なくないことは、国際的にこの
分野で図書館・図書館員に期待される役割、図書館員
自身の描く将来像が重要であることを示している。
　本稿では、これらの会合の参加報告とともに、
RDA という国際組織の現状と今後の展望について概
観してみたい。

1．RDA とは
　RDA は 2013 年、G8 科学技術大臣会合の研究デー
タオープン化の声明に前後して立ち上げられた、研究
データの利活用を目指す国際組織である（4）。欧州と米

国での議論がその発端と言われるが（5）、グローバルな
活動を本格化させたきっかけが、2013 年の国際政治
の場での議論であったことは無視できないだろう。日
本に対して英国や全米科学財団（NSF）等から RDA
への参加・協力要請があったこともあり、我が国では
国際動向を踏まえたオープンサイエンスへの対応、と
いう形で議論が進められてきた（6）。
　事務局運営の資金は、米国、欧州、豪州が少額な
がら支出しているとのことである（7）。また RDA と並
行して当初、G8 国および関係 6 か国（O6）の政府関
係者・研究資金配分機関などが参加する G8+O6 デー
タ・インフラストラクチャ・ワーキンググループに
おいて RDA の将来や運営に関する議論も行われてき
た。これは RDA コロキウムという組織を経て、CRE

（Collaborative Research e-Infrastructure）という新
たな体制にすべく検討・調整が進められている。
　RDA の総会は 2013 年に第 1 回が開催され、以来、
年 2 回の総会開催には IT（情報技術）／ ICT（情報
通信技術）技術者、情報学者、個別分野の科学者（例
えば遺伝学、海洋学、地球惑星科学、農学、天文学等）、
図書館員、データセンター／リポジトリ管理者、デー
タキュレーター、研究資金配分・提供機関、政府関係
者など多様なコミュニティの人材が参加している。
　過去の総会参加報告や研究データ共有に関する考察

（CA1818, E1566, E1676 参照）（8）にあるように、RDA
は権限・強制力ではなく参加者からのボトムアップの
提案にもとづき、コミュニティ・コンセンサスをベー
スにして研究データ共有のポリシー、方式・制度、技
術、基盤システムなどについて検討、合意形成、実
践していくことを目指している（9）。RDA への個人加入
は、ウェブサイトから自由にできるようになっており、
SNS のように容易な登録が可能である（事務局によ
ると 2016 年 5 月 16 日現在、個人登録会員数は 3,976
名とのことである）。
　しかし RDA 総会に初めて参加する人にとっては、
何を議論しているのか大変わかりにくいことが多いよ
うである。RDA 総会ではシンポジウムで序章・背景
説明から語るような講演は少なく、部会で具体的な問
題提起やその議論を行うことが主である。つまり数多
くの委員会・検討会合の集合体ととらえたほうがわか
りやすい。部会の日ごろの活動・議論を総会であらた
めて整理してまとめ直すものと考えれば、継続的に参
加しないと背景・文脈が捉えにくいのもうなずける。
しかし理解できる部会が見つかると、国際的に検討中
の課題について、進行中の議論を目の前で見て参加す
ることができる。いわば国際社会において「熱い鉄を
叩いて整形している」現場である。それは興味深いし、
ときにはエキサイティングである。＊情報通信研究機構統合ビッグデータ研究センター
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2．データシェアリングシンポジウム報告
　このシンポジウムは、サブタイトルを「科学の発展
への起爆剤～データ駆動型科学の推進に向けて～」と
して開催された。午前中は主にポリシー・政策推進面
からの展望を中心にスピーチ、講演があり、オープン
サイエンスや研究データ共有の重要性と、それらを推
進する立場を確認した。午後は情報学、地球科学、物
質科学、バイオサイエンス、脳科学、人工知能の各分
野の専門家からの報告やパネル・ディスカッションが
行われた。登壇者から「そもそもオープンサイエンス
のメリットは？」といった本質に立ち戻る疑問もあわ
せて提示されるなど重要な論点について議論された。

3．RDA 第 7 回総会：全体像
　RDA 第 7 回総会（以下 RDA-P7）の総参加者数は
373 名であった。過去の総会参加者は欧州内で 500 ～
600 名程度、米国内で 400 名弱であったので、過去の
総会と同規模といえる。これまで RDA 総会は欧州か
北米で行われ、それ以外の地域からの参加者は少数派
であり、議論を行う主体がどうしても欧州・北米・豪
州が中心になる傾向があった。今回、欧州・北米外で
のはじめての開催地が東京となり、日本から 100 名を
超える参加者があったことは意義深い。
　参加者の国・地域別内訳は、日本 113 名、欧州 128 名、
米国 71 名、豪州 11 名等であった。これまでアジアか
らは、日本をのぞけば参加があっても 1 国 1 ～ 8 名で
あった。この傾向は今回も変わらなかった（10）。ただ
これまで参加のなかったマレーシア、フィリピン、シ
ンガポールから 1 ～ 2 名ずつ参加者があった。
　RDA 総会初日の全体セッション（Plenary session）
では、しばしばホスト国の責任者や代表的な人物、閣
僚・アカデミー代表等からスピーチがある。RDA-P7
では内閣府総合科学技術・イノベーション会議議員の
原山優子氏、文部科学省大臣官房審議官の岸本康夫
氏、科学技術振興機構上席フェローの大竹暁氏らがあ
いさつを行い、欧州委員会（EC）からは官房長官の
Michael Hager 氏のビデオメッセージが流された。
　Hager 氏の話を受けて、その後のパネルセッショ
ンは EC で現在検討中の欧州オープン科学クラウド

（European Open Science Cloud: EOSC）（11）施 策 提 案
を主眼にした議論が行われた。EC 閣僚へ政策提言を
行う高級専門検討会（High Level Expert Group）座
長 B. Mons 氏のほか、情報通信技術分野から S.Wolff
氏（Internet2 主幹科学者）、データ利活用分野からは
M.Parsons 氏（RDA 国際事務局長）ら主要人物が参
加したことは興味深い。欧米では研究データ基盤（12）整
備事業はすでにいくつか立ち上がっている（13）。EOSC
では世界全体の研究データ基盤、リポジトリ等の連携

が不可欠との意見が出てきており、筆者も登壇して我
が国の研究データ基盤および関連する事例を紹介し
た。2 日目の全体セッションでは午前中、RDA の提言・
アウトプットとして 7 つのテーマが語られた。午後、
喜連川優氏（国立情報学研究所長）の基調講演では、
研究データ基盤技術開発や研究データ利活用事例など
が紹介された。

4．RDA 第 7 回総会：部会活動
　RDA の特徴は上述したようにボトムアップで提
案 さ れ る 部 会 に あ る。 部 会 は 主 に WG（Working 
Group）、IG（Interest Group）、BoF（Bird of Feather）
に分類される。今回開催された会合は、WG 会合 8、
IG 会合 25、BoF 会合 10、合同部会会合 9 であった。
　RDA 活動の中心となる WG からは、近年の総会で
毎回、複数の報告、提言が出されており、RDA で設
計された課題解決の「エコサイクル」が稼働している
様子がうかがえる。
　「エコサイクル」とは以下のようなものである。
BoF あるいは非公式グループによる部会立上げ、基
本テーマ討論から、IG による共通認識形成、課題の
洗い出し、解決へのアプローチなどの検討をへて WG
提案、WG 設置後は 18 か月のアクション（会議開催
や実験・実装など）をへて報告・提言を行う。
　わずか 18 か月で解決できる課題は限られる。例え
ばデータ引用、データリポジトリ整備、データパブリッ
シングなどをはじめとして、1 ～ 2 年の検討や実験で
は解決できない規模の課題も多い。各 WG は 18 か月
で解決できる課題にテーマを細分化・ブレークダウン
するなどして、結果を出していく。一方、例えばデー
タパブリッシング IG のように複数のデータパブリッ
シング関連 WG の連携拠点のように見える IG もある

（WG には存続期限があるが IG はない）。オープンサ
イエンスにおけるデータ取扱いに係る課題の多さ・複
雑さを考えれば、18 か月ごとに個別課題を着実に解
決しながら、段階的に大規模な課題の解決へアプロー
チしていくようなグループもあってよいわけである。
　部会の課題は、ルール、作法、実践方法、研究者へ
のインセンティブ、技術基盤などに及び、それぞれ分
野総括的な課題と個別分野ごとの課題がある。課題に
よっては、法令など多くの側面について部会間で協調・
調整しながら検討を行っている。

5．外部機関との協働、コミュニティ形成
　RDA への参加者のうち、部会や RDA の運営に
積極的に関与する人々は、自身の出身国や、他の
国際組織・プロジェクトでも活躍する有識者が多
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いように見受けられる。筆者の知る範囲でも ICSU-
World Data System（WDS）、Committee on Data 
for Science and Technology （CODATA）、Data Seal 
of Approval（DSA）（14）、DataCite（CA1849参照）、
ORCID（15）（CA1740 参照）等、図書館、博物館、計算
機工学、個々の科学領域のコミュニティは RDA 活動
の本質的な部分に重要な情報と人材を供給している。
見方を変えれば、RDA の本質が、さまざまなステー
クホルダーが知恵を寄せ合い新解決法を探るプラット
ホームであるとすれば、人材や機関間・個人間ネット
ワークが共通しているのはごく自然なことである。
　例えば WDS や DataCite などはデータ保全・管理、
データへの DOI 付与、といった個々の課題を中心に
活動をすすめる「プレイヤー」であり、個別の知識や
実践例を作り出すコミュニティであるが、RDA はそ
うした複数のコミュニティ同士が結びつくための舞台
ともなっている。RDAはそういう意味での国際プラッ
トホームとして機能しはじめていると言えるだろう。
　RDA 総会は、RDA によって公認されたサイドイ
ベント（今回、公式には co-located event と呼ばれ
た）とともに開催されることが多い。今回、サイドイ
ベントの開催に係わった国際組織には、CODATA、
OECD、EUDAT（European Data Infrastructure）（16）、
RDA/WDS デ ー タ パ ブ リ ッ シ ン グ の グ ル ー プ、
EDISON（17）などがあった（18）。また RDA-P7 の直前に
OECD Global Science Forum （GSF）（19）はCODATA
と ICSU-WDS という 2 つの国際データ組織と協同で
2 つのプロジェクトを立ち上げた。RDA-P7 が、その
最初の顔合わせの場に選ばれたわけである。
　また日本がホストする RDA-P7 において新たな機
関リポジトリに関するセッションやサイドイベントが
開催され、そこで日本人の情報学研究者が座長など重
要な役割を担って参加していた。これまで日本からの
この分野の関与があまりなかったことを考えれば重要
なステップと言えるだろう。

6．情報基盤システムにおける紙メディアから電子メ
ディアへの転換

　研究論文・文献の多数が PDF ファイルなどの電子
ファイルとして流通する現在、さらに研究データ、政
府機関などの公的データをはじめとして、インター
ネット上の多様な情報資産（ここでは、オンラインで
取得またはアクセス可能なデジタル・オブジェクト全
般を情報資産とする）の有効活用が望まれている（20）。
蓄えられた静的なデータだけでなく、動的なデータス
トリームまで考慮すれば、IoT（Internet Of Things）
など先端技術はさらにサイズが大きく豊かな情報資産
を生み出す可能性がある。

　一方、研究活動の結果として、データは論説・知識
としての学術文献などの新たな価値の高い情報資産を
生み出す。その利活用は科学・技術における知的・社
会的・経済的発展にとって欠かせないものの一つだっ
たといってよい。これまでの成功は、主に印刷・紙メ
ディアの技術と文化を基盤として成し遂げられてき
た。これまでの科学研究および学術情報流通にとって
は、国際的な図書館間の連携システムや文献の編集・
出版システム、そこでのキュレーション・査読といっ
た洗練された仕組みが不可欠な基盤であった（21）。これ
は、技術システムと社会（制度的）システムが相互に
調和した総合システムとして機能していると考えられ
る。このような総合的なシステムとなってはじめて、
社会で広く活用される基盤となったと言ってもよいで
あろう。
　現在進められている、Science2.0 やオープンサイエ
ンスといった議論では、印刷技術・紙メディアに代
わって電子情報通信技術・電子メディアが重要な役割
を果たす。そこでは、究極的には、上述の印刷・紙メ
ディアで構築されてきたような洗練された総合システ
ムが、電子情報について実現する必要がある。
　RDA は、国際的に進められている、こうした電子
メディア上の技術システム、社会システム、および両
者の結合系としての総合システムを、構築・確立しよ
うとする営為の一部であると解釈することもできる。
RDA のいくつもの部会活動は、このような壮大なグ
ローバルシステムの構成要素をつくろうとしているよ
うに受け取れる。
　言い方を変えれば、RDA は IT/ICT の工学研究・
技術開発から、広い意味での業務実施者・利用者層全
般（印刷文化における著者層・編集者層・査読者層・
出版者層・購読者層・再利用者層、など多層構造を構
成する）を巻き込んで、前段で述べたような技術シス
テムと社会システムをつくりながら、総合システムの
形成プロセスとなろうとしている。現在は全貌があま
り明確でなくても、システムの最適化へ向けた壮大な
基本設計作業、またそれに必要な技術要件・利用要件
の洗い出し、必要な構成要素（技術的、社会的、制度
的）をかたち作っていく活動ともいえるだろう。
　図書館は、これまでは紙メディアを中心に情報資産
の管理・保全・サービスを提供し、図書館員はこれを
支える専門家として、社会から信頼を勝ち得てきた。
科学技術や学術に関する活動の基盤となるような情報
流通システム（情報流通基盤システム）の歴史の転換
点であるかもしれない現在、今後はどういった情報資
産、どのような業務を対象にすべきか、紙メディアお
よび電子メディアの共存共栄のあり方、そこで求めら
れる図書館、および専門家としての図書館員の役割は
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何なのかについては、今後も辛抱強く考え検討される
必要があるだろう（CA1825, CA1851 参照）。もしも、
大量かつ多様な紙および電子メディアを扱う広い意味
での電子図書館システムが実現して、図書館が電子的
な情報流通基盤システムの一部となり、社会に豊かな
情報資産を提供できるようになるならば、それはオー
プンサイエンスやオープンイノベーションによる新し
い豊かさを享受できるようになった社会にとって、こ
れまで以上に不可欠な存在となっているのではないだ
ろうか。

7．おわりに
　本稿では、RDA-P7 の開催報告に関連して、RDA
に関わる研究データの問題について、図書館の関わり
を念頭において述べた。研究データ共有やオープンサ
イエンスは大きな概念であり、例えば、科学・学術の
進展、情報基盤システムの技術研究・開発、科学と社
会の制度改革、社会経済の発展、などさまざまな切り
口で語ることができる。その中で本稿では、電子的に
取り扱われる研究データ、および、上述のような学術
情報流通基盤に用いられる技術の変化の可能性、そこ
での図書館への期待、に主な焦点をあてている。今後、
電子データについて情報流通基盤システムを活用する
体制が実現していく過程において、図書館にも重要な
機能を期待されることは国際的にも、おそらく間違い
ないだろう。
　我が国において RDA やオープンサイエンスなど、
電子的な情報資産の取り扱い、組織化などの議論がど
のような成果をもたらし、新たな情報流通基盤システ
ムがどのように実現していくのかはまだわからない。
RDA の内部エコサイクルをはじめさまざまな取り組
みの中で生まれていくデータマネジメント技術、方
式、制度に、日本がどのように関わっていけるのか、
今後も注視していきたい。欧米の中には国策として、
電子データに関するオープンサイエンス推進や電子
情報流通基盤整備を開始しているところもある。これ
は科学技術分野の対応だけにとどまらず、例えば EC
の欧州デジタル単一市場戦略（Digital Single Market 
Strategy）（22）ではデジタル経済戦略によって社会、産
業界を変革していこうという方向性を示し、その中で、
必要なオープンサイエンスの推進方策を位置づけてい
る。
　社会が電子情報を利用する体制へ移行していく流れ
は避けられないのではないかと筆者は考えている。こ
の潮流の中で、国際的に研究データの取り扱い方、ルー
ル作成・標準化が完了してしまうと、後から日本の意
見を反映するのは極めてむずかしいであろう。国際的
にもまだ方法論、実践方法が議論されている現在、今

ならまだ日本も国際的議論に参加できる、追いつける
かもしれないという意見もある。図書館、博物館、大
学・研究機関、企業、予算配分機関、行政機関、といっ
た多様なステークホルダーがともに国際動向の変化を
フォローしながら、また相互に意見交換しながら、我
が国にとって有益な将来像や独自の知見を作ってゆ
く、そういう輪が生まれることが期待されている。
　なお RDA-P7 ののち、RDA 参加報告と議論を行う 

「研究データとオープンサイエンスフォーラム」（2016
年 3 月 17 日）が国立国会図書館東京本館を会場に行
われた（23）。その中で、研究データ問題を扱う国内の新
たなコミュニティあるいは協議会のようなものを設置
してはどうか、との提案があった。人が動いてこそ新
たなものが生まれてくる。今後の我が国の活動に期待
したい。
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